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1
Q

相
続
ト
ラ
ブ
ル
は
、

財
産
の
多
い
家
庭
に
だ
け
起
き
る
の
で
し
ょ
う
か

1
A

財
産
の
額
に
関
係
な
く
も
め
る
こ
と
が
あ
る
の
で
、

生
前
か
ら
備
え
て
お
く
こ
と
が
大
切
で
す

亡
く
な
っ
た
人
（
被
相
続
人
）
の
財
産
を

引
き
継
ぐ
と
き
に
納
め
る
相
続
税
。
ど
の
く

監修／岡野相続税理士法人代表  岡野雄志

相続は資産が多い人だけに関係することだと思いがちですが、そうとも
限りません。円満な相続のため、若い世代にお金を活かしてもらうため
に、生前贈与の活用を考えてみませんか？

2
Q

生
前
贈
与
を
行
う
目
的
は
何
で
し
ょ
う
か

2
A

相
続
ト
ラ
ブ
ル
を
避
け
た
り
、
子
や
孫
に
財
産
を
有
効
活
用
し
て

も
ら
う
こ
と
で
す
。
相
続
税
の
節
税
に
な
る
こ
と
も
あ
り
ま
す

相
続
と
生
前
贈
与
は
、
ど
ち
ら
も
財
産
を

引
き
継
ぐ
手
段
で
す
が
、
さ
ま
ざ
ま
な
違
い

が
あ
り
ま
す
。
最
も
大
き
な
違
い
は
「
い
つ
・

誰
に
引
き
継
ぐ
か
」
で
す
。
相
続
は
被
相
続

人
が
亡
く
な
っ
た
と
き
に
一
定
範
囲
の
親
族

に
財
産
を
引
き
継
ぐ
こ
と
で
、
贈
与
は
、
生

前
に
お
互
い
の
合
意
の
も
と
、
財
産
を
渡
し

た
い
人
に
（
親
族
に
限
ら
な
い
）
引
き
継
ぐ

こ
と
で
す
【
図
表
２
】。

生
前
贈
与
を
行
う
目
的
は
、
主
に
３
つ
あ

り
ま
す
。
１
つ
目
は
、
財
産
を
円
滑
に
引
き

継
ぐ
こ
と
で
す
。

２
つ
目
は
、
子
や
孫
に
財
産
を
渡
し
、
有

効
活
用
し
て
も
ら
う
こ
と
で
す
。
若
い
世
代
は

結
婚
、出
産
･
育
児
、教
育
、住
宅
購
入
な
ど
、

な
に
か
と
出
費
が
か
さ
み
ま
す
。
財
産
を
贈

ら
い
の
人
が
対
象
に
な
る
か
ご
存
じ
で
し
ょ

う
か
。「
令
和
3
年
分
相
続
税
の
申
告
事
績
の

概
要
（
国
税
庁
）」
に
よ
れ
ば
、
被
相
続
人
の

う
ち
相
続
税
の
申
告
が
必
要
な
人
の
割
合
は

９・３
％
で
す
。
相
続
税
が
発
生
す
る
ケ
ー
ス

は
、
そ
れ
ほ
ど
多
く
な
い
と
い
え
ま
す
。

し
か
し
、
相
続
税
が
か
か
ら
な
く
て
も
、

被
相
続
人
の
財
産
を
引
き
継
ぐ
「
相
続
」
は

必
ず
発
生
し
ま
す
。
そ
し
て
、
遺
産
分
割
の

ト
ラ
ブ
ル
は
財
産
の
大
小
に
関
わ
ら
ず
起
き

て
い
ま
す
。
実
際
、
令
和
3
年
中
に
裁
判
所

が
扱
っ
た
認
容
・
調
停
が
成
立
し
た
遺
産
分

割
事
件
の
う
ち
、
約
３
分
の
１
が
遺
産
総
額

１
０
０
０
万
円
以
下
の
も
の
で
す
【
図
表
１
】。

相
続
時
の
ト
ラ
ブ
ル
を
避
け
る
に
は
、
法

的
に
有
効
な
遺
言
書
を
作
成
し
、
被
相
続
人

の
意
思
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。
さ

ら
に
、
元
気
な
う
ち
に
、
財
産
を
ど
う
分
け

る
か
、
そ
の
理
由
は
な
に
か
を
、
相
続
人
と
な

る
親
族
に
話
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

こ
れ
に
加
え
て
、
一
部
の
財
産
を
生
前
贈

与
す
る
こ
と
で
、
円
滑
に
引
継
ぎ
を
し
た
い

も
の
で
す
。

1,000 万円以下
33.0%

5,000 万円以下
43.6%

1 億円以下
12.4%

5億円以下  7.0%
5億円超  0.4%

不明  3.5%

（出所）  最高裁判所 「司法統計年報（家事編）令和３年 」

―世代を超えて財産を有効活用する―
贈与を身近に

【図表1】遺産の価額別認容・調停成立件数
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相続 生前贈与

定義
・亡くなった人の財産、権利、義
務などを、一定の関係がある人が
承継すること

・存命中に、自分の財産を別の人に無償で
与える意思表示をし、相手が合意して受
け取ること（個人間のやりとりが対象）

時期 ・亡くなったとき ・生前、いつでも

相手 ・配偶者や子など一定範囲の親族 ・合意のうえで誰でも

対象財産
・現金、株などの有価証券、不動
産、貴金属など、すべての財産。
借入金や未払金などの債務

・現金、株などの有価証券、不動産、貴金
属など、すべての財産

かかる税
・相続税
（相続を受けた人が納める）

・贈与税（贈与を受けた人が納める）
※日常の生活費や教育費、出産費用など
は、常識の範囲内の額なら贈与税はかか
らない

注意点

・遺言書があれば遺言書に沿って
相続を行う。遺言書がなければ相
続人全員で遺産分割協議を行い相
続するか、法定相続分に従って相
続を行う

・税務署から贈与と認められるには、
「贈与契約書」を作成しておくと確実
・家族名義の口座にお金を振込み続けて
も、その口座を名義人が管理していない場
合は、振り込んだ人の財産とみなされるこ
とがあるので注意（名義預金）

【図表２】 相続と生前贈与の比較

（出所）監修者作成

暦年課税
（暦年贈与） 相続時精算課税

概要

・1年間に贈与により取得した
財産の合計額から、基礎控除
額を控除した残額について、
累進税率を適用する
・基礎控除の範囲内の贈与であ
れば、税務署への申告は不要

・累計2,500万円まで非課税で贈与できる。複数
年に分けて贈与してもよい
・贈与者が死亡した際、贈与した額を相続財産
と合わせて相続税を納めるため、相続財産の先
渡しという位置づけ
・この制度を利用するには、税務署に届出書を提
出する必要があり、少額の贈与でも申告が必要

贈与者
受贈者

・親族間のほか、第三者からの
贈与を含む

・60歳以上の人から、18歳以上の推定相続人及
び孫への贈与

控除 ・基礎控除：110万円
・特別控除：贈与者１人あたり累計2,500万円
（例えば、祖父母それぞれから贈与を受けると
合計で5,000万円が控除）

税率等

・税率 10%～55%の累進税率
（８段階）(直系尊属から18歳
以上の人への贈与については、
特例贈与財産用の税率が適用)

・贈与者１人あたり2,500万円を超えた部分には
一律20％の贈与税がかかるが、納めた税は相続
時に相続税と相殺可能

課税状況
※

課税件数：36.4万件
贈与財産額 ：1.4兆円
納付税額 ：2,188億円

課税件数：4.0万件
贈与財産額：0.7兆円
納付税額：599億円

2024年
1月からの
変更点

・相続税の課税対象となる生前
贈与の加算期間が、死亡前3年
から7年に拡大される

・累計2,500万円の特別控除に、年110万円の基
礎控除が加わる

【図表３】暦年課税（ 暦年贈与）と相続時精算課税

（出所）監修者作成
※課税状況の件数は令和2年分「国税庁統計年報」による

与
す
れ
ば
、
生
活
の
助
け
に
な
る
で
し
ょ
う
。

３
つ
目
は
、
相
続
税
の
節
税
で
す
。
贈
与

す
れ
ば
、
そ
れ
だ
け
相
続
財
産
が
減
り
、
相

続
税
の
負
担
も
減
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
た

だ
し
、
一
定
額
以
上
の
贈
与
を
受
け
た
人
は
、

贈
与
税
を
納
め
る
必
要
が
あ
り
、
生
前
贈
与

が
安
易
な
相
続
税
逃
れ
に
使
え
な
い
よ
う
な

仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

贈
与
の
課
税
方
式
に
は
2
種
類
あ
り
【
図

表
３
】、
そ
の
一
つ
が
、
1
月
1
日
か
ら
12
月

31
日
ま
で
の
1
年
間
に
贈
与
さ
れ
た
財
産
の

合
計
額
に
応
じ
て
課
税
さ
れ
る
「
暦
年
課
税
」

3
Q

贈
与
の
課
税
方
式
に
は
ど
の
よ
う
な
種
類
が
あ
り
ま
す
か

3
A
「
暦
年
課
税
」
と
「
相
続
時
精
算
課
税
」
の
２
種
類
で
す

で
す
。
贈
与
税
に
は
１
１
０
万
円
の
基
礎
控

除
（
無
条
件
に
差
し
引
く
こ
と
が
で
き
る
金

額
）
が
あ
り
、
毎
年
１
１
０
万
円
ま
で
な
ら

贈
与
税
は
か
か
ら
ず
、
税
務
署
へ
の
申
告
も

必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
こ
の
よ
う
に
非
課
税
枠

の
仕
組
み
を
利
用
し
て
、
贈
与
を
行
う
こ
と

を
「
暦
年
贈
与
」
と
い
い
ま
す
。

贈
与
税
は
贈
与
を
受
け
た
人
が
納
め
る
の

で
、
例
え
ば
祖
父
が
３
人
の
孫
に
１
１
０
万

円
ず
つ
贈
与
す
る
と
計
３
３
０
万
円
に
な
り

ま
す
が
、
ど
の
孫
も
贈
与
税
の
対
象
に
は

な
り
ま
せ
ん
。
１
人
の
孫
が
祖
父
か
ら

1
1
0
万
円
、
祖
母
か
ら
1
1
0
万
円
を
受

け
取
る
と
、
合
計
２
２
０
万
円
に
な
る
の
で

贈
与
税
の
対
象
に
な
り
ま
す
。

一
方
、
も
う
一
つ
の
「
相
続
時
精
算
課
税
」

で
は
、
累
計
２
５
０
０
万
円
ま
で
の
贈
与
が

非
課
税
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
使
え
ば
、
ま

と
ま
っ
た
額
を
贈
与
税
の
課
税
を
さ
れ
ず
に

渡
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
贈
与
者
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4
Q

暦
年
課
税
の
制
度
に
も
変
更
が
あ
る
と
聞
き
ま
し
た

4
A

亡
く
な
る
７
年
前
ま
で
の
贈
与
は

相
続
財
産
に
持
戻
し
（
加
算
）
に
な
り
ま
す

Q
3
で
相
続
時
精
算
課
税
の
改
正
に
つ

い
て
触
れ
ま
し
た
が
、
暦
年
課
税
に
も
変

更
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
は
、
贈
与
者

が
亡
く
な
っ
た
日
を
起
点
に
3
年
前
ま
で

5
Q

住
宅
購
入
費
用
な
ど
の
贈
与
が

非
課
税
に
な
る
制
度
が
あ
る
と
聞
き
ま
し
た

5
A

住
宅
購
入
、
教
育
、
結
婚
・
子
育
て
に
関
す
る

贈
与
の
特
例
が
あ
り
ま
す

大
き
な
額
を
贈
与
し
た
と
き
に
非
課
税

に
な
る
特
例
が
い
く
つ
か
あ
り
ま
す
。
中

で
も
よ
く
使
わ
れ
て
い
る
の
は
「
住
宅
取

得
等
資
金
」
の
特
例
で
す
。
祖
父
母
や
父

母
か
ら
、
子
や
孫
に
住
宅
購
入
資
金
を
贈

与
し
た
場
合
、
耐
震
性
な
ど
の
条
件
を
満

た
す
住
宅
な
ら
１
０
０
０
万
円
、
そ
の
他

の
住
宅
は
５
０
０
万
円
ま
で
贈
与
税
が
か

か
り
ま
せ
ん
。

子
や
孫
に
１
５
０
０
万
円
ま
で
教
育
資

金
を
非
課
税
で
贈
与
で
き
る
「
教
育
資
金

の
一
括
贈
与
」
の
特
例
や
、
１
０
０
０
万

円
ま
で
贈
与
で
き
る
「
結
婚
・
子
育
て
資

金
の
一
括
贈
与
」
の
特
例
と
い
う
制
度
も

あ
り
ま
す
。

た
だ
し
、
父
母
、
祖
父
母
に
は
扶
養
義

務
が
あ
り
、生
活
費
や
教
育
費
、結
婚
資
金
、

子
育
て
費
用
な
ど
、
通
常
必
要
と
認
め
ら

れ
る
も
の
を
必
要
な
と
き
に
渡
す
こ
と
は

「
都
度
贈
与
」
に
あ
た
り
ま
す
。
そ
の
場
合

は
年
間
１
１
０
万
円
を
超
え
て
も
、
常
識

的
な
範
囲
で
あ
れ
ば
贈
与
税
は
か
か
り
ま

せ
ん
。

長
寿
化
に
伴
い
、
高
齢
者
か
ら
高
齢
者

に
相
続
が
行
わ
れ
る
「
老
老
相
続
」
が
増
加

し
て
い
ま
す
。
財
務
省
主
税
局
の
調
査
に
よ

れ
ば
、
被
相
続
人
の
死
亡
時
の
年
齢
は
、
80

歳
以
上
が
１
９
８
９
年
で
は
38
・
9
%
で

し
た
が
、
２
０
１
９
年
に
は
71
・
6
%
と

倍
近
く
に
増
え
て
い
ま
す
。
財
産
を
引
き

継
ぐ
子
は
、
す
で
に
50
代
・
60
代
に
な
っ

6
Q

生
前
贈
与
を
検
討
す
る
と
き
の

大
切
な
ポ
イ
ン
ト
は
な
ん
で
し
ょ
う
か

6
A

節
税
目
的
よ
り
も
、

若
い
世
代
に
財
産
を
活
用
し
て
も
ら
う
観
点
を
持
ち
ま
し
ょ
う

に
生
前
贈
与
で
渡
し
た
財
産
に
つ
い
て
は
、

亡
く
な
っ
た
と
き
の
財
産
に
加
算
し
て
相

続
税
を
計
算
す
る
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。

し
か
し
、
２
０
２
４
年
１
月
１
日
以
降
の

贈
与
に
つ
い
て
は
、
こ
の
期
間
が
7
年
に

な
り
ま
す
【
図
表
４
】。

つ
ま
り
、
余
命
を
意
識
す
る
よ
う
に
な

っ
て
か
ら
駆
け
込
み
で
贈
与
を
行
っ
て
も
、

節
税
に
繋
が
り
に
く
く
な
る
と
い
う
こ
と

で
す
。

が
亡
く
な
る
と
、
そ
の
贈
与
を
し
た
額
も
相

続
財
産
に
加
え
て
相
続
税
が
課
さ
れ
ま
す
。

そ
の
た
め
、
相
続
財
産
の
先
渡
し
と
捉
え
た

方
が
よ
い
で
し
ょ
う
。

こ
れ
ま
で
、
相
続
時
精
算
課
税
を
選
択
す

る
と
暦
年
贈
与
は
利
用
で
き
な
い
う
え
に
、

利
用
者
の
年
齢
が
限
定
さ
れ
て
お
り
、
少
額

の
贈
与
で
も
申
告
等
が
必
要
と
い
っ
た
こ
と

か
ら
、
相
続
時
精
算
課
税
の
利
用
は
多
く
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
。

し
か
し
、
税
制
改
正
に
よ
り
、
２
０
２
４

年
１
月
１
日
か
ら
相
続
時
精
算
課
税
に
年

１
１
０
万
円
の
基
礎
控
除
が
追
加
に
な
り
ま

す
。
２
５
０
０
万
円
ま
で
ま
と
め
て
贈
与
で

き
て
、
さ
ら
に
毎
年
１
１
０
万
円
ま
で
非
課

税
で
贈
与
で
き
る
よ
う
に
な
る
た
め
、
今
後

は
相
続
時
精
算
課
税
の
活
用
が
増
え
て
い
く

と
推
測
さ
れ
ま
す
。

【図表４】 相続財産の持戻し期間が3年から7年に

（出所）監修者作成

暦年贈与で贈与税の対象

相続発生

４
年
目

５
年
目

６
年
目

７
年
目

８
年
目

９
年
目

1
年
目

２
年
目

３
年
目

相
続
財
産

亡くなる３年前ま
での贈与は相続税
の対象に加算

各年の贈与

暦年贈与で贈与税の対象

・・・・

現行の制度

４
年
目

５
年
目

６
年
目

７
年
目

８
年
目

９
年
目

1
年
目

２
年
目

３
年
目

相
続
財
産

相続税の対象に加算される期間が７年に延長
（４～７年前の贈与から合計100万円を控除できる）

各年の贈与

・・・・

2024年1月1日
以降

相続財産に持戻しになる場合でも、贈与者が亡くなる前年までの
贈与税は申告が必要
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　相続税の税額を計算するには、初めに「正味の
遺産額」を把握する必要があります。
　まず、不動産（土地・建物）の評価額や金融資産（預
貯金や有価証券等）、生命保険の保険金などを合計
した遺産総額から、債務や葬儀費用などを差し引
きます。そこに3年以内の暦年贈与財産等（2024
年からは7年以内）や相続時精算課税を適用した財
産を加算すると、正味の遺産額を算出できます。
　このとき、不動産は相続税路線価を用いるので、
実勢価格よりも低額になります。相続人が居住して
いるなど一定の要件を満たせば、「小規模宅地等の
特例」によって土地の相続税評価額を最大80％減
額できることもあります。
　ここからは、正味の遺産額が１億円で、妻が
8,000万円、子2人が1,000万円ずつ相続した例で、
計算方法を見ていきましょう。

①正味の遺産額から基礎控除（3,000万円＋600万
円×法定相続人の人数）を差し引いて、課税遺産
総額を算出する
１億円－（3,000万円＋600万円×３）
＝5,200万円（A）
※小規模宅地等の特例を使わなくても、この金額
がマイナスの場合は相続税がかからない

②遺産を法定相続分通りに取得したと仮定して、
課税遺産総額を按分する
妻：（A）×2分の１＝2,600万円
子①：（A）×4分の１＝1,300万円
子②：（A）×4分の１＝1,300万円

③按分した額に下記の速算表の税率をかけて控除
額を差し引き、相続税額を算出。その額を合算す
る
妻：2,600万円×15％－50万円=340万円（B）
子①：1,300万円×15％－50万円＝145万円（C）
子②：1,300万円×15％－50万円＝145万円（D）
（B）＋（C）＋（D）＝630万円（E）

④実際に取得した相続割合で按分する
妻：（E）×（8,000万円÷1億円）＝504万円
子①：（E）×（1,000万円÷1億円）＝63万円
子②：（E）×（1,000万円÷1億円）＝63万円

⑤税額控除を反映すると実際の納税額が分かる
妻：「配偶者の税額軽減」の適用で0円
子①： 63万円
子②： 63万円
※配偶者の税額軽減のみ適用があったとして計算

　左記②に出てくる「法定相続分」とは、民法で
定められた相続財産を受け取る割合のこと。例え
ば、相続人が配偶者と子1人であれば、配偶者が2
分の１、子が2分の１になり、配偶者と子2人であれ
ば、配偶者に２分の１、子2人それぞれ4分の１ず
つとなります。　　
　また、⑤の税額控除で代表的なのは「配偶者の
税額軽減」で、配偶者の場合は相続する財産が
１億6,000万円または法定相続分相当額のいずれか
多い金額まで非課税になります。

　１月１日から12月31日までの１年間に受けた贈与
額から、基礎控除110万円を引いた額に下記の税率
をかけ、控除額を引けば求められます。
　贈与税の税率は２種類あり、１月１日時点で18歳
以上の子や孫（直系卑属）が父母や祖父母など（直
系尊属）から贈与を受けた場合は「特例贈与財産用」
の税率を、それ以外は「一般贈与財産用」の税率
を用います。

法定相続分に応じた
取得金額 税率 控除額

1,000万円以下 10% -
3,000万円以下 15% 50万円
5,000万円以下 20% 200万円
1億円以下 30% 700万円
2億円以下 40% 1,700万円
3億円以下 45% 2,700万円
6億円以下 50% 4,200万円
6億円超 55% 7,200万円

●相続税の速算表

相続税と贈与税の税額はどうやって決まるの？

●贈与税
特例贈与財産用の速算表
（18歳以上の人が父母や祖父母などから贈与を受けた場合）

基礎控除後の
課税価格 税率 控除額

200万円以下 10% -
400万円以下 15% 10万円
600万円以下 20% 30万円
1,000万円以下 30% 90万円
1,500万円以下 40% 190万円
3,000万円以下 45% 265万円
4,500万円以下 50% 415万円
4,500万円超 55% 640万円

一般贈与財産用の速算表
基礎控除後の
課税価格 税率 控除額

200万円以下 10% -
300万円以下 15% 10万円
400万円以下 20% 25万円
600万円以下 30% 65万円
1,000万円以下 40% 125万円
1,500万円以下 45% 175万円
3,000万円以下 50% 250万円
3,000万円超 55% 400万円

（出所）国税庁HPより作成

この記事は2023年3月時点の情報に基づいています。実際に贈与を行う際は税理士など専門家の助言を受けることを
おすすめします。
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贈与税


	教えて！ 知るぽると/6
	教えて！ 知るぽると/7
	教えて！ 知るぽると/8
	教えて！ 知るぽると/9




